
　神奈川県社会福祉協議会（以下、県
社協）では、県内の大学生、障害者支
援施設、県共同募金会、畜産分野の関
係団体との協働により、2023年度か
らかながわ畜産ブランド推進協議会主
催の「かながわ畜産の日フードフェス」
で福祉のＰＲを行っています。
　きっかけは、県養豚協会から県社協
を通して児童福祉施設に豚肉を寄贈い
ただいたご縁で、畜産関係者との懇談
の機会を得たことでした。産業のＰＲ
や担い手不足、障害者雇用といった畜
産分野の課題を聞くなかで、福祉分野
との共通点や協働の糸口が明らかに。
これを機に、県社協では県共同募金会
と協働で「畜福連携推進プロジェクト」
を立ち上げ、その活動の一環としてフ
ェスへ出展する機会をいただきました。
　昨年度のフェスでは大学生が、障害
者支援施設のスタッフとの総菜パン等

の販売、赤い羽根共同募金のＰＲ、子
どもを対象にした工作コーナーの運営
等を担いました。大学生たちは保育士
の卵。日頃からの学びを活かして仕か
けつきの募金箱を作成したり、折り紙
等で髪飾りや腕輪を一緒に工作したり
して子どもたちを喜ばせました。
　大学生の皆さんは、フェスの出展や
準備を通して、年代や立場を越えて人
とつながる経験ができたと思います。
社会人になっても、ボランティア活動
や地域活動を身近に感じるための拠り
所にしてもらえたらうれしいです。
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畜福連携のフェスで大学生や共募とともに福祉を PR
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地域支え合いセンターってどんなところ？ インフォメーション

～協働で広げる顔の見える関係～
出会う・つながる ボランティアセンター

神奈川県社会福祉協議会

フードフェスへの出展内容

・�県内の障害者支援施設による豚
肉等の食材を使用した総菜パン
やお菓子の販売

・�学生、障害者支援施設、県共
同募金会によるお菓子の共同開
発、販売（寄附付き商品）

・�仕かけつきの募金箱の設置等で
赤い羽根共同募金をＰＲ

・�障害者等が就労、社会参加を
めざすともしびショップのＰＲ
（取材して作成した動画の配信、
ノベルティのデザイン・配布）

・�来場する子ども、家族連れを対
象にした工作コーナーの運営 神奈川県社会福祉協議会　
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特 集

地域協働型災害ボランティアセンターの
推進をめざした人材養成の取り組み

地域協働型災害ボランティア
センターの必要性

　近年、日本では毎年のように大規模
な自然災害が発生し、甚大な被害を
もたらしています。これに伴い、多
くの災害ボランティアセンター（災
害VC）が設置されていますが、従来
の社協主導による支援活動には限界が
あります。そのため、全国社会福祉協
議会（以下、全社協）は、地域住民、
NPO、企業など多様な主体が連携し、
被災者のニーズに合わせた柔軟かつ迅
速な支援を提供する「地域協働型災害
VC」の取組を推進しています。
　また、被災した地元の関係者が主体
となって地域協働型災害VCを運営す
るためには、地元関係者が「運営者」
として活動することに加えて、災害
VCの運営を俯瞰的に捉え、支援内容
の見通しや行政・NPOとの連携・調
整などのマネジメントを担う「マネー
ジャー」の役割が重要です。

人口減少社会における災害支援の
課題とマネージャーの必要性 　　

　令和6年能登半島地震では、特に高
齢化が進んだ奥能登エリアにおいて、
社協の災害VC運営を担う地元人材の
確保が極めて困難でした。その結果、
11か月以上にわたり、延べ12,839人
日に及ぶ全国からの社協職員の応援派
遣が必要となりました。この長期派遣

は都道府県・指定都市社協に多大な調
整負担をかける一方、職員不足や費用
負担を理由に派遣できない市区町村社
協もあり、応援派遣の仕組みの見直し
が喫緊の課題となっています。
　また、新型コロナウイルス感染症禍
では被災地外からの支援が制限される
事例があり、将来想定される南海トラ
フ地震や首都直下地震では、交通網の
寸断により外部からの支援が困難にな
ることも予想されています。
　こうした状況を踏まえ、市町村社協
では多様な地域の担い手とともに支援
する地域協働型災害VCの運営体制構
築が必要です。そのためには、平時か
ら協力者の確保や、いざという時に社
協職員として採用可能な候補者選定、
研修・訓練などの人材養成を行う体制
づくりができるマネージャーの存在が
欠かせません。

地域協働型災害 VC をめざした
人材育成のための研修を開発

　全社協では2021年に「社協におけ
る災害ボランティアセンター活動支援
の基本的な考え方」を改定し、災害VC
の担い手育成の見直しを図りました。
　育成対象は主に、災害ボランティア
センターのマネジメント実務を担う社
協職員の「マネージャー」と、ボラン
ティア受付班やオリエンテーション班
などのオペレーションを担う「運営者」
の２層です。

　各々の養成に必要な研修プログラ
ム・教材を作成・公開していますので
ご活用ください。
【教材のダウンロード方法】
１．�全社協の「被災地支援・ボランティ

ア情報」ホームページへアクセス
２．�ページ下部の「災害VC運営者向

け資料」をクリック
３．�「8. 市区町村災害VC運営者研修」

または「9. 災害 VC マネジメン
ト研修」の教材を選択

４．�パスワード（chiiki_fukushi）を
入力

地域協働型災害 VC
マネージャー像

　本研修で想定している「地域協働型
災害VCマネージャー」（以下、マネー
ジャー）は、災害VCの設置や運営に
おいて中心的な役割を担う人材です。
このマネージャーには、災害VC運営
の経験や知識に加え、平時から培って
きた地域福祉の実践経験やネットワー
クを活かし、社協が行う地域福祉事業
や活動と連携・協働しながら、被災住
民への支援調整などを担うことが求め
られます。
　具体的には、災害発生時に、被災社
協内の各部署や行政、都道府県社協と
連携し、災害VC設置に向けた協議や
設置有無の判断を行います。また、ボ
ランティア希望者の受け入れから支援
活動まで、総合的な調整を担います。

助成金情報
ソーシャル・ジャスティス基金（SJF）助成公募第 14 回（2025 年 9 月 18 日締切）
見逃されがちだが大切な問題に取り組むアドボカシー活動、特に周縁化されたり封印されたりしている声をすくい上げて社会の仕組みや法制
度づくりに活かすアドボカシー活動を支援します。（詳細は「ソーシャル・ジャスティス基金」で検索）

　災害発生時に、被災した地元の関係者が主体となって、地域協働型で災害ボランティアセンター（VC）を
運営するためには、地元の関係者が「運営者」として活動することに加え、災害ＶＣの運営を俯瞰的に捉えマ
ネジメントを担う「マネージャー」の役割が重要となります。
　本特集では、本会における地域協働型災害VCの人材養成の取り組みについて説明し、公開している研修
プログラムや教材を実際に活用されている社協の取り組み事例を紹介します。
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さらに、復旧・復興フェーズの変化に
応じて、被災者支援の適切な方法の検
討や調整など、幅広い役割が期待され
ています。具体的なマネージャーの役
割等は以下の通りです。
（1）�災害時に求められるマネージャー

の役割
　・�社協内・行政・都道府県社協との

災害VC設置に関する協議や設置
判断

　・�ボランティア希望者の受け入れか
ら支援活動までの総合的な調整

　・�各支援フェーズ（例えば閉所、地
域支え合いセンターへの移行、通
常VCによる支援など）に応じた
被災者支援方法の検討・調整

（2）主な役割の例
　・行政との調整
　・�支援活動の規模や期間の見立て、

戦略立案
　・資金の調達、運用、管理
　・広報、マスコミ対応
　・�内部での人員配置、スタッフの労

務・管理
　・運営者のチーム管理、サポート
　・�地域のニーズ把握、受け入れ調整、

アセスメント
　・ボランティア活動の調整
　・�フェーズ毎に適切な支援活動内容

の検討、調整
　・�NPO 等外部機関との調整や情報

共有
　・外部支援者との活動調整
　・�職員や、特に配慮が必要な被災者

への個別相談支援　	 等

「災害 VC マネジメント研修会」
と受講について

　「災害 VCマネジメント研修会」は
オンデマンドの事前講義（5本、各
20分）と、全 2日間の講義および演
習（講義 5本＋演習 2本）で構成さ
れています。
　マネージャーは、幅広い調整力と地
域福祉の視点が求められるリーダー的
存在です。しかし、決して一人に業務
が集中するものではなく、複数の部署
の職員でチームを組み、協力し合って

対応していく体制づくりが重要です。　
　本研修は、市区町村社協における総
務部門や地域福祉部門の職員がともに
受講することを前提にしています。災
害対応には、総務と地域福祉の部門が
緊密に連携することが必要不可欠であ
り、さらに他部・他班（課）でも協働・
連携を意識し、可能な限り関係職員全
員の受講を期待しています。また、災
害は法人運営に関わるため、研修受講
後は内容を役員などと共有し、災害時
の対応について協議を行う機会と捉え
ることが望ましいです。

【本研修会の留意点】
　市町村社協で災害 VCの「マネー
ジャー」養成を検討される方は、都道
府県社協へお問い合わせいただくか、全
社協が開催する研修にご参加ください。
※�令和7年度からプログラム・教材を
公開しています。全ての都道府県・
指定都市社協で研修を実施している
わけではありません。

　
　次のページでは、地域協働型災害
VC運営の体制づくりに向けて、本研
修プログラム・教材等を活用している
ふたつの社協の取り組みを紹介します。

助成金情報
（公社）程ヶ谷基金 2025 年度「男女共同参画・少子化関連顕彰事業」募集（2025 年 9 月 30 日締切）
男女共同参画社会の推進および少子化対策がわが国の健全なる発展において極めて重要な礎になるとの認識に鑑み、若手研究者等の研究・活
動の一層の推進をめざすことを旨とします。（詳細は「(公財 ) 程ヶ谷財団 男女共同参画・少子化関連顕彰事業」で検索）

災害VCマネジメント研修

・市区町村社協職員（事務局長、次長、災害VCマネージャーの役割を
担う者など）、都道府県・指定都市社協職員（災害担当者）、災害支援を
主な活動とするNPO等の職員など

対象

（オンデマンド動画）
講義１：災害VCの設置
講義２：連携・協働の基本的な考え方
講義３：被災者支援の公的支援制度
講義４：活動資源（資金・人材等）
講義５：クロージング（閉所）
（第１回）
講義：災害ボランティアセンターのあり方
講義：運営マネジメント①
演習：災害ボランティアセンターの設置
（第２回）
講義：運営マネジメント②
講義：行政との連携
講義：NPO等との連携
演習：災害ボランティアセンターの機能拡充

内容

研修実施の手引き、講師の手引き、スライド、オンデマンド動画教材

図 2：「災害 VC マネジメント研修」プログラム

（図 1：「地域協働型災害ボランティアセンターの必要性」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（図 2：２つの層の研修プログラムと教材） 
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助成金情報
（公財）さわやか福祉財団　「地域助け合い基金」（随時募集）
地域で暮らす人同士の助け合い活動（つながりづくりを目的とした居場所や地域活動を含みます）を対象とし、助け合い活動の開始、維持、
発展のため具体的に必要とする額を支援します。（詳細は「さわやか福祉財団」で検索）

（左から）
中村 さん、
杉尾さん

茨城県　茨城県社会福祉協議会
茨城県社会福祉協議会　参事兼福祉のまちづくり推進部長　中

なか

村
むら
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県内全域の市町村社協が
初動期対応チームに登録

　いざというとき、災害VCがその機
能を十分に果たすためには、運営を担
える人材を育て、複数地域の社協、住
民が連携しあえる仕組みを平常時から
つくっておく必要があります。
　県社協では令和元年台風 19号災害
で被害が大きかった被災地に支援者が
集中してしまったこと、事前に取り組
んできたマニュアル策定や協定締結、
ネットワークが現場で十分に機能しな
かった経験等を踏まえ、2020 年（令
和 2年）に災害初動期対応チームを
新たに設置しました。
　これは混乱が生じるであろう災害発
生直後からおおむね 2週間の災害初
動期を県内の複数社協が連携し、組織
的に支える制度です。全社協の研修を
受けていることや被災地での活動経験
があること、かつ原則的に社協勤務経
験 5年以上である市町村社協職員を
登録対象として、毎年募集をかけてき
ました。
　主な活動内容は「被災地の情報収集
や調査活動、被災市町村社協のニーズ
把握」、「災害VC開設に係る助言及び
支援」「被災市町村社協の法人運営に
関する支援」など。県内で災害が発生
した場合だけでなく、県外から応援要

請があったときにも同チームが出動
し、先遣隊を派遣、災害VCを開設す
るための助言や支援を行います。
　「災害初動期に即戦力となる人材を
しっかり把握できていることが県社協
の大きな強みになっています。また、そ
れぞれの地域における災害対応力強化
にもつながるはずです」と語る中村さ
ん。設置から5か年で登録者数は216
名に、しかも県内ほぼ全ての市町村社
協に登録者がいる状態となりました。
　登録は強制ではありませんが、「災
害ボランティア条例」が制定されるな
ど県全体で災害ボランティア活動を積
極的に支援する気運を高めてきたこと
が、市町村社協の参加意欲につながっ
ているのではないか？ と中村さんは
分析します。

充実した研修プログラムで
災害 VC のエキスパートを養成

　さて、この災害初動期対応チームで
は毎年、新たな登録者に向けた研修を
実施してきました。研修では災害VC
の設置・運営に関する知識を身に付
けるため、座学だけでなく実践的な
演習やグループワークが行われます。
2021 年度からはさらにレベルの高い
知識を得るためのステップアップ研
修もスタート。2024 年度の研修から

は、「マネジメント
研修」のプログラム
に、全社協が実施し
た「災害VCマネジ
メント研修」の一部
が活用されていま
す。講師は全社協の
講師養成研修を受

けた県社協職員および「にいがた災害
ボランティアネットワーク」理事長の
李 仁鉄氏が担当。中村さんによると、
今後はチーム登録者の中から中心的に
活動してくれそうなメンバーに全社協
の講師養成研修を受けてもらい、その
後の講師を任せるなど、体制を整えま
す。

地域住民との連携を深め
新しい世代を育てる取り組み

　県社協では他にも、災害ボランティ
ア活動ができる人や団体を平常時から
把握しておくことで災害発生時に素早
く情報発信し、円滑な活動を促す「災
害ボランティア登録制度」や市町村社
協職員と地域住民、行政など関係機関
がともに災害VCの運営を学ぶ「災害
ボランティアセンター運営訓練」、実
務経験の浅い市町村社協職員に向けた
「災害ボランティア基礎研修」など、
さまざまな取り組みを通して人材の確
保・育成に努めてきました。
　さらに今年度からは新たに中高生向
けの「防災士養成研修」も開催。これ
は夏休みの4日間を利用して中高生が
防災士の資格を取得できるプログラム
で、いばらきコープ生活協同組合の協
賛を得て、受講料や資格取得にかかる
費用を県社協が全額負担するものです。
　「災害発生時、社協の活動に限界が
あることは誰もが分かっていること。
たとえば災害VCの運営は地元に詳し
い地域住民に任せ、災害初動期対応チ
ームのメンバーは被災者のニーズ把握
に回るなど、それぞれの専門性を活か
した協働が本来あるべき姿だと思いま
す」と中村さんは語りました。

『令和６年度「茨城県内社会福祉協議会職員災害初動期対応チーム」メンバー
養成研修』集合写真

事例
1

オール茨城の体制で災害初動期を組織的に支える
その養成研修に「災害VCマネジメント研修」を活用
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助成金情報
（公財）サウンドハウスこどものみらい財団（随時募集）
子どもたちの生活を援助する取り組みを支援します。子どもの命や安全を守る事業、居場所づくりに関する事業等が対象です。（詳細は「サウ
ンドハウスこどものみらい財団」で検索）

四国ブロック４県社協が同じ研修を受けることで
顔の見える関係づくりも災害VCの考え方の標準化を実現

香川県社会福祉協議会／高知県社会福祉協議会
香川県社会福祉協議会　松

まつ

本
もと

 圭
か

世
よ

さん
高知県社会福祉協議会　仙

せん

頭
とう

 正
まさ

輝
き

さん

密な関係を構築する四国４県
地元関係者と協働した災害 VC

　四方を海に囲まれた四国は、南海ト
ラフ地震による被害が長年懸念されて
います。他地方と陸続きでないため、
発災時には人の移動、支援物資の輸送
等に課題があります。そのため、四国
内で耐えられる力をつける必要があ
り、各県とも防災への意識は高いとい
えます。また、日頃から４県の都道府
県社会福祉協議会（以下、県社協）は
密接な繋がりを意識し、発災時の相互
応援体制を整えています。平成 30年
の西日本豪雨では、愛媛県内の大規模
災害に際し、県内のみならず他県の社
協職員も愛媛県社協の応援に駆けつけ
ました。
　大規模災害が発生すると、速やかに
災害ボランティアセンター（以下、災
害VC）が設置されます。また、災害
VCの運営と並行して、被災者の生活
再建を支援する地域支え合いセンター
の設立も、近年広く認知されるように
なってきました。かつての災害VCは
主にマンパワーの不足を社協職員間で
補っていましたが、技術系のNPOや
ボランティア団体との協働だけでな
く、現在はそれぞれの市町村が単独で
も災害VCが運営できるよう、さまざ
まな地元関係者との協働に重きを置い
た地域協働型災害VCをめざした取り
組みを行っています。

ブロック内で災害 VC の認識や
考え方を標準化し、連携を進める

　四国ブロックでは、令和4年度に、全
社協が募集する「災害VCマネジメン

ト研修」モデル研修を受託し、ブロッ
ク内の社協職員を対象に共通の研修プ
ログラムを実施しました。共通化の意
義は大きく、災害VCに対する認識や
考え方の標準化が図られ、各社協の中
核職員の顔の見える関係づくりにもつ
ながり、よりスムーズな連携が可能と
なったと感じています。
　令和５年度以降も研修実施を予定し
ていましたが、令和６年能登半島地震
の発災により一時中断されました。そ
れでも、令和 4年度に実施した研修
で築かれたつながりを一過性のものと
するのは惜しく、令和７年度には顔の
見える関係づくりの構築を目的とし
た、前回受講者を対象としたフォロー
アップ研修を計画しています。
　また、前回の研修から３年が経過し、
各社協のマネジメント層の世代交代が
進んでいることから、「災害 VCマネ
ジメント研修」の開催について検討を
始めています。

日常的な連携が必要な
県境の社協間で被災者支援を強化

　この研修とは別に、令和 7年度に
全社協が開催する『「災害 VCマネジ
メント研修」講師養成研修』にも、四
国ブロックから参加しています。これ
まで令和６年度に香川県社協から１名
が参加しており、令和7年度は高知県・
南国市社協、愛媛県・宇和島市社協か
ら各１名の参加を予定しています。ま
ずは４県すべてに社協の講師を在籍さ
せることで、四国ブロック内での研修
実施の基盤を整えることが目的です。
　また、県境に接する市町村社協の連
携体制強化も視野に入れており、高知

県・愛媛県の県境の社協同士による会
議を開催する予定です。県は異なりま
すが住民の往来がある地域であり、日
常的な連携の必要性が共有されていま
す。災害時に「県が異なるから」とい
う理由で支援が分断されないよう、単
独で災害 VCの開設が難しい場合で
も、近隣市町と連携して地域協働型災
害VCが運営できるよう、協力体制が
築けるよう支援しています。

「災害 VC マネジメント研修」モデル研修（四国
ブロック）の様子

「災害 VC マネジメント研修」モデル研修（四国
ブロック）集合写真

仙頭さん松本さん

「災害 VC マネジメント研修」モデル研修で講師
役を担う松本さん

事例
2
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イベント情報
「広がれボランティアの輪」連絡会議　「ボランティア全国フォーラム 2025」2025 年 9 月 24 日（9 月 12 日申込締切）
ボランティアを取り巻く現代社会の様相を踏まえて、どのような社会をめざしてボランティア・市民活動を行っていくかを考えディスカッシ
ョンするフォーラムを開催します。（詳細は「広がれボランティアの輪」で検索） 

VCのありかた
取り組みのヒント

　全国ボランティア・市民活動振興センターが策定した「市
区町村社会福祉協議会ボランティア・市民活動センター強
化方策2023～社協VC5つの役割と25の視点～」（以下、
強化方策 2023）は、社協 VCの基本的な役割や、現状
を自己評価するチェックリスト、取り組みを具体化するた
めの視点等を掲載しています。本連載ではチェックリスト
の紹介を通して、ボランティア・市民活動を推進するた
めの気づきと取り組みを応援します。

2　社会参加の促進：あらゆる人たちの社会参加を応援する
　（1）�社協 VCに寄せられる問い合わせ・要望は、既存メニューありきで制約を設けたり、

選別したりせず、いったん幅広く受け止めて対応しているか（他機関等の紹介含む）

今月のチェック項目

5第 回

解 説

幅広い相談を受け止め、断らない 　

　社協VCがめざすものは「誰もがボ
ランティア活動できる地域社会」と「誰
も排除しない共生文化」の創造です。
そのために、ボランティア・市民活動
についての問い合せや要望があった際
には、できるだけ既存のメニューにと
らわれず、内容を選別せず、現状では
対応が難しくても、いったん相談を受
け止めてつなぐことが期待されます。
地域生活課題が多様化し、混沌とした

現在の社会状況のなかで、課題を解決
するために支援してほしいという住民
の声なき声があります。一方で、地域
のために何か活動をしたいという思い
をもちながらあと一歩を踏み出せない
でいる住民もいます。そうした住民を
地域のなかに見いだし、それぞれから
寄せられる相談を断らず広く受け止
め、内容に応じてつないでいくことは、
社協VCの大切な役割といえます。
　断らない社協VCを意識化するため
には、日々の業務を定期的に見直し、
振り返りを行うことが重要です。

〈断らない社協 VC を意識化するため
の振り返り項目（例）〉
・�社協 VC の業務マニュアル等に縛ら

れ、制約を作りすぎていないか
・�社協 VC の既存事業（メニュー）を

前提に、問い合わせや要望に対応し
ていないか

・�マッチングが難しい場合や、問い合
わせや要望の内容が一見社協 VC で
対応すべきものではないように感じ
たら、対応の可能性を検討しないま
ま断っていないか

・�ボランティア活動を希望している人
を選別していないか

・�ボランティア活動を希望している人自
身が何らかの課題を抱えていないか

社協への相談から「ねこ講座」を開催　 

　新潟県・田上町社会福祉協議会 田
上町ボランティアセンター（以下、町
社協VC）では「ねこ講座」を令和５
年度に開催しました。きっかけは、町
社協に寄せられた複数の相談でした。
ひとり暮らしの高齢者からの「入院す
ることになったが飼い猫をどうすれば
よいか」という相談、町社協相談支援
課の相談員から猫を飼っている障害の
ある方の生活環境についての相談、町
の区長から増えている野良猫について
の相談などがありました。
　そこで町社協VCでは、地域の野良
猫の状況や多頭飼育について知り、正

しい飼育方法を学ぶために、住民を対
象に「ねこ講座」を開催しました。当
日は、猫を飼っていたり、猫好きな地
域住民や、民生委員・児童委員、区長
などが参加して、講師の動物愛護セン
ターの医師から学びました。
　さらに町社協 VCでは、『社協だよ
り』に保護猫カフェの話題を掲載する
など、学びを深める情報発信を行いま
した。徐々に、責任をもって飼い猫を
世話することや、ご近所で猫の飼育に
困っている方がいれば相談先の動物愛
護センターを教えるなど、住民の意識
が変化してきたように感じています。
町社協VCでは、地域の状況や必要性
を考えて、第二弾の講座実施も検討し
ているところです。

事 例

強化方策はここから
ダウンロードできます

社会福祉法人 全国社会福祉協議会

全国ボランティア ・ 市民活動振興センター

社会福祉法人 全国社会福祉協議会

全国ボランティア ・ 市民活動振興センター

2023 年 5 月

市
区
町
村
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会
福
祉
協
議
会
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ア
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民
活
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策
２
０
２
３

　〜
社
協
Ｖ
Ｃ
５
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の
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点
〜
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国
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会

　全
国
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ン
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ア
・
市
民
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動
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市区町村社会福祉協議会

ボランティア ・ 市民活動センター

強化方策 2023
～社協VC５つの役割と25の視点～

表紙02_VC強化方策2023_全社協様

「ボランティア・市民活動推進情報ページ」
https://www.zcwvc.net/volunteer/
reference/zenshakyo-vc/
（全社協VC 強化方策 2023で検索）
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書籍紹介
『月刊福祉』2025 年 9 月号（全社協出版部） 価格 1,170 円（本体 1,064 円）
特集は、「災害列島で求められる福祉の支援」。本年 5月に成立した新たな災害法制とこれからの災害支援について、現状・課題を検証すると
ともに、今後わが国で起こり得る災害に対応するため、何を考えていかなければならないのか明らかにします。

市社協が中心となり福祉教育のメニューを作成
地元企業と協同してプログラムを展開中

～つながる、広がる、福祉教育～

企業向け「ふくし教育実践
プログラム集」の作成 　　　

　佐世保市社会福祉協議会（以下、市
社協）は福祉教育推進のための関係者
間の連携と事業への助言を行う組織と
して平成 28年度から「ふくし教育推
進委員会」を設置しています。メンバ
ーは、学校関係者2名、地域活動関係
者2名、企業関係団体1名、社会福祉・
医療関係団体4名、社会福祉関係施設・
事業者 1名、学識経験者 1 名、行政
2名の13名で構成されています。
　企業向けの福祉教育を推進するにあ
たり、まず興味や関心を持ってもらう
ことが大切という意見が委員会で出ま
した。企業からもどのようなプログラ
ムが実践できるのか知りたいという要
望があり、令和 3年に委員会でプロ
グラム集を作成し、地元企業に向けた
福祉教育が展開されています。
　プログラム集は 11のメニューを用
意。令和 2年度には自動車学校で認
知症サポーター養成講座、令和 3年
度には不動産業で災害時に備える取り
組みについての研修、令和 4年度は

警備会社、令和 5年度は美容業組合
で業務に役立つ介助方法の実践を行い
ました。令和 6年度は地元の生協が
ユニバーサルデザインやバリアフリー
設計を取り入れた新店舗を紹介するイ
ベントを社協と協同で開催しました。
生協側が広報活動を行い、参加者を募
集。地域住民を対象に子どもから大人
まで幅広い世代がアイマスクや車いす
で買い物をしながら店舗内を回り、福
祉をより身近な存在に感じられる企画
にしました。

地域の課題を企業と一緒に解決

　市社協は今年の 9月にこれまで実
践を行った 5つの企業を集めてミー
ティングを開催する予定です。「プロ
グラムを実践してどうだったか ?」「地
域貢献活動に取り組むためにどのよう
な仕組みがあればよいか ?」「企業が
地域に貢献できることは ?」という課
題に対する意見をいただき、今後の福
祉教育につなげたいと考えています。
　また多くの地元企業に向けた広報活
動は欠かせません。青年会議所や社協
の会員企業にこのプログラム集を配布

しており、市社協のホームページから
常にダウンロードが可能です。さらに
地元ケーブルテレビに取材を依頼し
PRしました。
　堀内さんは「これまで市社協は、た
くさんの幅広い世代を対象に福祉教育
を推進してきました。福祉教育をそれ
ぞれの企業の取り組みに活かしていた
だき、ここで得た知識を周りの人に伝
播してほしいと思います。いずれは地
域の困りごとを、企業の強みを活かし
て一緒に解決できるネットワークをつ
くりたいと考えています」と語り、締
めくくってくださいました。

　ともに生きる力を育む福祉教育の実践には、地域住民や関係機関・団体との “協同 ”が不可欠です。
　そこで本連載では、協力者（地域住民や関係機関・団体など）とのつながりに着目し、福祉教育
実践者が「協同実践」のヒントを得られるよう、全国各地の福祉教育実践を取り上げます。

長崎県・佐世保市社会福祉協議会　地域福祉課  堀
ほ り
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ふくし教育x企業研修
企業向けふくし教育

実践プログラム集
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e

 

ヽ

令 佐世保市社会福祉協議会

佐世保市社協ホームページで検索
（http://www.sasebo-shakyo.or.jp/）
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本連載では、都道府県社協、市町村社協それぞれの
視点で、地域支え合いセンターの立ち上げ時に苦労
したこと、備えておくべきことに触れ、社協の立ち
上げ支援の一助となる情報を発信します。
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第11回 石川県社会福祉協議会

地震と大雨による災害が重なり、 
仮設住宅の解消はまだ先に

災害福祉支援センター

村
むら

田
た

 明
あ

日
す

香
か
さん

清
し

水
みず

 政
まさ

宏
ひろ

さん

多くの被災者が仮設住宅やみなし仮設住宅へ
県内全19市町に支え合いセンターを開設

　2024（令和 6）年 1 月 1 日に発生した令和 6年
能登半島地震では、甚大な被害が発生し、現在も復旧
作業が続いています。石川県内では、19市町のうち
12市町に災害ボランティアセンターが設置されたほ
か、1カ所の通常のボランティアセンターによる災害
支援が行われました。
　石川県社協は、県庁からの要請を受け、2月中旬か
ら 3月の広域避難世帯の訪問に向けて、県内各市町
における地域支え合いセンター（以下、センター）の
開設準備を進めました。県センターでは、市町の社協
や行政職員を対象に、説明会や学習会を開催し、7月
1日には県内すべての 19市町にセンターが設置され
ました。

日頃のつながりを活かし相談員を迅速に確保
支援ツールの作成や研修等を実施

　今回の災害では、石川県内において地域ごとの被害
の差が大きく、まず県南部の 10市町において、広域
避難者の受け入れとあわせてセンターの運営が開始さ
れました。避難世帯数は約 1,000 世帯にのぼり、3
月中旬の初回訪問に向けて、生活支援相談員（以下、
相談員）の迅速な雇用が求められました。各市町社協
では、日頃からの地域とのつながりを生かし、登録ボ
ランティアや元社協職員などに声をかけることで、わ
ずか 1〜 2週間という短期間で必要な人材を確保し
ました。
　県センターは県と連携し、アセスメントシート、支
援区分、訪問の手引き、名札、不在連絡票など、多岐
にわたる支援ツール（雛形）を作成しました。さらに、

初回訪問にあたっての注意点や留意点を学ぶ学習会も
開催し、各市町の社協職員および雇用された相談員が
参加し、支援に対する意識の統一と訪問活動の質の標
準化を図りました。
　その後も県センターでは、基礎研修動画の配信や研
修会の開催、「専門職・アドバイザー派遣事業」など、
幅広い形で支援を展開しています。

災害VCと支え合いセンターの機能を併せ持つ
被災者支援が重要

　活動を開始してから 1年が経過し、地域間におけ
る課題の違いがより明確になってきています。奥能登
地域の市町センターでは、相談員の人手が不足してお
り、全戸訪問の完了に時間がかかる見通しです。
　一方、石川県南部では支援のフェーズも移行しつつ
あり、生活再建に向けた段階へと進む中で、新たな生
活課題を抱える住民への支援が進められています。広
域避難者の中には、「避難先にとどまるか、それとも
元の居住地に戻るか」という難しい選択を迫られてい
る方もいます。
　今回の経験を通じて、村田さんは次のように語って
います。「できるだけ当初から災害ボランティアセン
ターと支え合いセンターの機能を併せ持った社協の被
災者支援事業を組み立てることが望ましいと反省して
います。長く
続く被災者支
援には、社協
と地域関係者
による重層的
な支援が不可
欠です。」

ボランティアの状況を把握できる資料を皆で作りましょう！
ボランティア活動者数調査にご協力ください（締切を延長しました） 

地域支え合いセンター
ってどんなところ？

～立ち上げ時の課題を知る～

　全国ボランティア・市民活動振興センターは、全国の都道府県・
指定都市、市区町村社会福祉協議会を対象に、毎年ボランティ
ア活動者数調査を実施しています。今年の回答締切を９月 30日
まで延長しました。まだご回答いただいていない社協はぜひご
協力ください。

★各社協にお送りしているメールに記載の方法でご回答ください
★過去の調査結果は、「地域福祉・ボランティア情報ネットワーク」
（https://www.zcwvc.net/volunteer/reference/zenshakyo-vc/）
や「被災地支援・災害ボランティア情報」（https://www.saigaivc.
com/earthquake/311/）から

石川県地域支え合いセンターの担当職員
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